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第３次北杜市行財政改革アクションプランの検証 

 

 平成２６年度から平成２８年度の３年間を改革の実施期間とし、第３次北杜市行財

政改革大綱・アクションプランで定めた取組項目の実現に向け、７５項目の改革に取

り組みました。 

 その結果、平成２６年度から平成２８年度までの成果は、Ⅰ．財政の健全化で３５

項目中２５項目、Ⅱ．施策の再構築と市民との協働で３１項目中２２項目、Ⅲ．市役

所の構造改革とスリム化で９項目中７項目が目標を達成できました。 

 また、達成の有無にかかわらず、「経常経費の削減」「収納率の向上」「公共事業費

の段階的縮減」など、効果額を計ることができる２４の取組項目の合計は、３年間で

１，０９９，９１７千円となりました。 

 なお、行財政改革アクションプランにおける、取組項目に対する３ヵ年の達成状況

は、次の表のとおりです。 

 

第３次北杜市行財政改革アクションプランの取組結果 

 

基 本 目 標 重 点 項 目 達成 未達成 合計 

Ⅰ．財政の健全化 

１．健全な市財政の確立 6 2 8 

２．自主財源の確保と負担の公平

化の実現 
19 8 27 

Ⅱ．施策の再構築と市民

との協働 

３．市民との協働による事業の展

開と情報の共有化 
11 4 15 

４．事務事業の抜本的見直しと民

営化、民間委託の推進 
11 5 16 

Ⅲ．市役所の構造改革と

スリム化 

５．経営改革への取り組みと活力

ある組織づくりの推進 
7 2 9 

合   計 54 21 75 

達 成 率 72.0％ 28.0％ 100.0％ 
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１ 健全な市財政の確立 

①  健全化判断比率の改善（継続） 
【取組の要旨】 

   経済状況や急激な少子化による人口減少等に伴う市税の伸び悩みや、平成２７

年度からの交付税の縮減などによる、厳しい財政状況が見込まれています。 

地方公共団体の財政状況を客観的に表し、財政の健全化や再生の必要性を判断

するための「健全化判断比率」である４つの財政指標を改善することで、健全な

市財政の確立を目指します。 

【具体的な取組】 

取組内容（項目） 
実施予定（年度） 

所管部局・課 
２６ ２７ ２８ 

健全化判断比率の改善 実 施   
財政課 

 指標（数値目標） 

※実質赤字比率   算定されないこと 
※連結実質赤字比率 算定されないこと 
※実質公債費比率  １２％未満 
※将来負担比率   ４０％未満 

取組による年度別効果額 ― 

効果額合計 

（３年後の効果額） 
― 

※ 実質赤字比率    一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率のことで、赤字の 

程度を指標化するものです。 

 

※ 連結実質赤字比率  公営企業会計を含む全会計を対象とした実質赤字額及び資金不足額の標準財政規

模に対する比率のことで、すべての会計の赤字や黒字を合算し、全体としての赤字の

程度を指標化するものです。 

 

※ 実質公債費比率   一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模を基本とした

額に対する比率のことで、地方債の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化する

ものです。 

 

※ 将来負担比率    損失補償を行っている出資法人等に係るものを含め、一般会計等が将来負担すべき

実質的な負債の標準財政規模を基本とした額に対する比率のことで、一般会計等の地

方債や将来支払っていく可能性のある負担等の、現時点での残高を指標化するもので

す。 
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○健全化判断比率の改善 『達成』              （財政課） 

《取組状況》 

 平成２５年度決算においては、実質公債費比率が１２．９％、将来負担比率
が５２．８％であったが、更なる財政の健全化に取り組み、平成２８年度決算
においては、実質公債費比率が７．２％、将来負担比率が０．７％となった。 
  
■実質公債費比率 
【Ｈ２６】 １１．０％（Ｈ２６年度決算） 
【Ｈ２７】  ９．１％（Ｈ２７年度決算） 
【Ｈ２８】  ７．２％（Ｈ２８年度決算） 
 
■将来負担比率 
【Ｈ２６】 ２６．９％（Ｈ２６年度決算） 
【Ｈ２７】  ５．１％（Ｈ２７年度決算） 
【Ｈ２８】  ０．７％（Ｈ２８年度決算） 
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② 経常経費の削減（継続） 

【取組の要旨】 

   合併特例措置の期限終了により、平成２７年度からの交付税の縮減などによる

厳しい財政状況が見込まれることから、効率的な予算執行により※経常経費の縮

減を図り、全庁的な経費削減に努めます。 

【具体的な取組】 

取組内容（項目） 
実施予定（年度） 

所管部局・課 
２６ ２７ ２８ 

経常経費の削減 実 施   
全部局 

（財政課） 

 

 指標（数値目標） 

経常経費を、平成２８年度までに平成２５

年度対比６．０％以上削減（毎年度２．０％

以上）する 

■平成 25 年度一般会計当初予算の経常経

費の額 1,874,518 千円 

取組による年度別効果額 

H26 年度（H25 年度経常経費の予算額×2.0％）  37,490 千円 

H27 年度（H25 年度経常経費の予算額×4.0％）  74,981 千円 

H28 年度（H25 年度経常経費の予算額×6.0％）  112,471 千円 

効果額合計 

（３年後の効果額） 

２２４，９４２千円 

（１１２，４７１千円） 

※ 経常経費   庁舎等の維持管理に要する経費や事業共通経費で各所属に共通する標準的なもの。 

 

 

 
 

 

 

 

 
○経常経費の削減 『達成』                 （財政課） 

《取組状況》 

 効率的な予算執行による経常経費の縮減を図ったことにより、平成２８年度当
初予算において、平成２５年度対比で６．６％削減した。 
  
■経常経費当初予算額 
【Ｈ２６】 1,807,751 千円（Ｈ25 年度対比 △66,767 千円）△３．６％ 
【Ｈ２７】 1,764,838 千円（Ｈ25 年度対比△109,680 千円）△５．９％ 
【Ｈ２８】 1,750,796 千円（Ｈ25 年度対比△123,722 千円）△６．６％ 
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③ 市債発行の抑制（継続） 

【取組の要旨】 

   他市に比べ面積が広く、上下水道整備などに多額の経費がかかっている事など

から、平成２４年度末で約８０９億円の市債残高を抱え、非常に厳しい財政状況

にあることから、公共事業の縮減や特定財源の確保を図るとともに、必要な事業

の選択と集中化を図り、市債発行額（※臨時財政対策債を除く）の抑制に努めま

す。 

【具体的な取組】 

取組内容（項目） 
実施予定（年度） 

所管部局・課 
２６ ２７ ２８ 

市債発行額の管理 実 施   
財政課 

 

 指標（数値目標） 
市債の発行額（臨時財政対策債を除く）を

各年度元金償還額の範囲内とする 

取組による年度別効果額 ― 

効果額合計 

（３年後の効果額） 
― 

※ 臨時財政対策債   国が本来地方交付税として配分すべき財源が不足した場合に、地方公共団体に地

方債という形で立て替えさせ、後年度、元利償還金の全額を地方交付税で補てんす

る仕組み。 

 

 

 
○市債発行額の管理 『達成』                 （財政課） 

《取組状況》 

 予算編成方針に基づき、事業の精査や事業の抑制等に努め、市債発行額を抑制
した。 
  
■市債発行額・元金償還額（各年度当初予算額） 
 
         市債発行額         元金償還額 
【Ｈ２６】 ３，６３０，６００千円 ＜ ６，９１１，１４７千円 
【Ｈ２７】 ３，２８４，５００千円 ＜ ７，１４１，４９５千円 
【Ｈ２８】 ６，２８２，８００千円 ＜ ６，４８３，０９１千円 
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 ④ 定員適正化計画の策定・推進（継続） 

【取組の要旨】 

   類似団体と比較すると本市は８総合支所に加え、１５保育（分）園など施設数

が多く、病院部門を除く職員数は平成２５年４月１日現在で５８２人であり、市

財政に占める人件費の割合も高いことから、第２次北杜市定員適正化計画に基づ

き、計画的に職員の削減を行なうことにより行政のスリム化に取り組みます。 

   また、第２次定員適正化計画が平成２７年度で終了することから、新たな定員

適正化計画を策定し、引き続き行政のスリム化に取り組みます。 

【具体的な取組】 

取組内容（項目） 
実施予定（年度） 

所管部局・課 
２６ ２７ ２８ 

定員適正化計画の策定・推

進 
実 施 設 定 実 施 

総務課 

 

 指標（数値目標） 

・職員数を、平成２７年度までに平成２５

年度対比１２人純減する 

・新たな定員適正化計画を策定し、職員の

削減に努める 

取組による年度別効果額 ― 

効果額合計 

（３年後の効果額） 
― 

 

 

 
○定員適正化計画の策定・推進 『達成』            （総務課） 

《取組状況》 

 第２次定員適正化計画（平成２８年度における計画職員数５７０人）に基づき、
計画的に人員管理を行った。また、第３次定員適正化計画を策定した。 
  
■職員数（病院部門を除く） 
【Ｈ２６】 ５７２人 
【Ｈ２７】 ５６８人 
【Ｈ２８】 ５７０人 
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  ⑤ 総人件費の抑制（継続） 

【取組の要旨】 

   病院部門を除く平成２５年４月１日現在の職員数は５８２人であり、類似団体

と比較して職員数が多いことから、市の財政に占める人件費の割合が高くなって

います。 

そのため、事務事業の見直し、組織機構の簡素化、嘱託職員、臨時職員の活用

を図り、職員定数の削減を図るとともに、人件費総額の抑制に努めます。 

【具体的な取組】 

取組内容（項目） 
実施予定（年度） 

所管部局・課 
２６ ２７ ２８ 

総人件費の抑制 実 施   
総務課 

 

 指標（数値目標） 

人件費予算額を、平成２８年度までに平成

２５年度対比２．０％削減する 

■平成 25 年度人件費当初予算額（病院会

計を除く）4,399,205 千円 

取組による年度別効果額 

H26 年度（H25 年度人件費当初予算額×0.7％）  30,794 千円 

H27 年度（H25 年度人件費当初予算額×1.2％）  52,790 千円 

H28 年度（H25 年度人件費当初予算額×2.0％）  87,984 千円 

効果額合計 

（３年後の効果額） 

１７１，５６８千円 

（８７，９８４千円） 

※ 平成 25 年度の人件費は、減額特例措置を行っているため、決算額を対比の基準とするのは適当ではない 

 ので、当初の予算額を指標の基準としている。 

 

 

 
○総人件費の抑制 『未達成』                 （総務課） 

《取組状況》 

 職員定員適正化計画に基づき、計画的に職員の削減を行っているが、給与等に
関する勧告による引き上げ及び共済組合の負担率の引き上げにより未達成とな
っている。 
  
■総人件費当初予算額（病院事業特別会計を除く） 
【Ｈ２６】 4,382,642 千円（Ｈ25 年度対比△16,563 千円）△０．３８％  
【Ｈ２７】 4,398,342 千円（Ｈ25 年度対比  △863 千円）△０．０２％ 
【Ｈ２８】 4,396,448 千円（Ｈ25 年度対比 △2,757 千円）△０．０６％ 
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 ⑥ 補助金支出の適正化（継続） 

【取組の要旨】 

   各種団体等への形骸化している補助金が見受けられることから、補助金額の内

容の精査や見直しを行い削減に努めます。 

また、個々の補助金についてもゼロベースで見直すために、（仮称）補助金等評

価検討会を創設し、具体的な検討を行います。 

【具体的な取組】 

取組内容（項目） 
実施予定（年度） 

所管部局・課 
２６ ２７ ２８ 

市単独補助金の削減 実 施   
全部局 

（企画課） 

 指標（数値目標） 

市単独補助金を、平成２８年度までに平成

２５年度対比３．０％削減する 

■H25 年度一般会計当初予算の市単独補助

金の額 244,667 千円 

団体への運営補助金の削減 実 施   

 指標（数値目標） 

各種団体への運営補助金を、平成２８年度

までに平成２５年度対比３．０％削減する 

■平成 25 年度一般会計当初予算の市単独

団体運営補助金の額 121,719 千円 

補助金等評価検討会の創設 検 討 設 定 実 施 

 指標（数値目標） 
（仮称）補助金等評価検討会を創設し、補

助金の整理統合を図る 

取組による年度別効果額 

H26 年度（H25 年度市単独補助金当初予算額 

×1.0％）   3,664 千円 

H27 年度（H25 年度市単独補助金当初予算額 

×2.0％）   7,328 千円 

H28 年度（H25 年度市単独補助金当初予算額 

×3.0％）  10,992 千円 

効果額合計 

（３年後の効果額） 

２１，９８４千円 

（１０，９９２千円） 
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○市単独補助金の削減 『達成』                （企画課） 

《取組状況》 

 予算編成方針により、初期の目的の達成状況や社会的ニーズの変化、行政の責任
分野や経費負担のあり方、補助目的や行政効果などを十分検討し、市単独補助金を
削減した。 
  
■市単独補助金の当初予算額 
【Ｈ２６】 239,779 千円（Ｈ25 年度対比 △4,888 千円） △２．０％ 
【Ｈ２７】 226,784 千円（Ｈ25 年度対比△17,883 千円） △７．３％ 
【Ｈ２８】 204,635 千円（Ｈ25 年度対比△40,032 千円）△１６．４％ 
 
 
 
○団体への運営補助金の削減 『達成』             （企画課） 

《取組状況》 

 予算編成方針により、初期の目的の達成状況や社会的ニーズの変化、行政の責任
分野や経費負担のあり方、補助目的や行政効果などを十分検討し、団体への運営補
助金を削減した。 
 
■団体への運営補助金の当初予算額 
【Ｈ２６】 116,631 千円（Ｈ25 年度対比 △5,088 千円） △４．２％ 
【Ｈ２７】 113,093 千円（Ｈ25 年度対比 △8,626 千円） △７．１％ 
【Ｈ２８】 106,692 千円（Ｈ25 年度対比△15,027 千円）△１２．３％ 
 
 
 
○補助金等評価検討会の創設 『未達成』            （企画課） 

《取組状況》 

 補助金の統一的な交付基準の設定、また、交付基準及び評価・見直し基準の実
効性を高め、より実践的に進めていくための運用の仕組みを構築するため、平成
２８年度に補助金評価検討会を創設した。また、原案策定に向けた補助金の洗い
出しを行い、性質別に分類を行ったが、補助金の整理統合には至らなかった。 
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２ 自主財源の確保と負担の公平化の実現 

①  使用料、手数料、負担金等の見直し（継続） 
【取組の要旨】 

   使用料等について、行政の役割と範囲、受益と負担の公平性を考慮する必要が

あるため、適正な負担水準の設定に努めます。 

   なお、平成２６年度に経過措置期間が終了し、料金統一がされる下水道使用料

のさらなる見直しに取り組みます。 

   【具体的な取組】 

取組内容（項目） 
実施予定（年度） 

所管部局・課 
２６ ２７ ２８ 

保育料の見直し 設 定 実 施  
子育て支援課 

 指標（数値目標） 
保育料の見直しを行い、負担の公平性に努

める 

放課後児童クラブ利用料の

見直し 
設 定 実 施  

子育て支援課 

 指標（数値目標） 
放課後児童クラブ利用料の見直しを行い、

負担の公平性に努める 

下水道使用料の見直し 検 討  設 定 
下水道課 

 指標（数値目標） 下水道使用料の見直し 

取組による年度別効果額 ― 

効果額合計 

（３年後の効果額） 
― 
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○保育料の見直し 『達成』              （子育て支援課） 

《取組状況》 

 適正な負担水準の面から保育料の見直しを行うため、平成２６年度は、国が示
した「子ども・子育て支援新制度」における保育料算定に基づき、利用者負担額
の改定を行う条例改正を行った。平成２７年度は、利用者負担額の改定に伴う関
係者への周知、国基準額との軽減率の比較及び各階層の分析・検証を行う中で、
国の制度改正に伴い、規則改正を行った。 
  
 
 
○放課後児童クラブ利用料の見直し 『未達成』      （子育て支援課） 

《取組状況》 

 平成２６年度に対象児童の拡大に伴う受入体制が概ね可能となる平成２８年
度からの適用に向け検討し、平成２７年度に子ども・子育て会議での意見を踏ま
え、利用料の引き上げについて庁内検討を重ね、平成２８年度に他自治体の状況
調査を行うとともに、放課後児童クラブも含めた子育て支援策について、総合的
な見直し、調整を課内で検討した。 
 今後、第４次行財政改革アクションプランにおいて、引き続き、放課後児童ク
ラブ利用料の見直しに取り組んでいく。 
 
 
 
○下水道使用料の見直し 『未達成』             （下水道課） 

《取組状況》 

 平成２６年度に経過措置期間が終了し、料金が統一された使用料の更なる見直
しに向け、使用料単価の分析、検討を行ってきた。しかし、下水道審議会におけ
る協議の結果、将来を見据えた適正な使用料単価の把握は必要であるが、平成２
６年度において改定を実施しているため、まずは受益者分担金の分析及び見直し
を行っていくこととした。 
 今後、第４次行財政改革アクションプランにおいて、受益者分担金の見直しに
取り組んでいく。 
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②  収納率の向上（継続） 

【取組の要旨】 

   健全な市財政の確立と負担の公平性の観点から、市税収納率を向上させる必要

があります。 

そのために各部局と連携して、市税、国保税、各種料金等の収納率の向上に努

めます。 

【具体的な取組】 

取組内容（項目） 
実施予定（年度） 

所管部局・課 
２６ ２７ ２８ 

市税収納率の向上 実 施   
収納課 

 指標（数値目標） 
現年分収納率を平成２８年度までに市税 

９８．３％にする 

国民健康保険税収納率の向

上 
実 施   

市民課 

 指標（数値目標） 
現年分収納率を平成２８年度までに国民

健康保険税９４．０％にする 

後期高齢者医療保険料収納

率の向上 
実 施   

市民課 

 指標（数値目標） 
現年分収納率を平成２８年度までに後期

高齢者医療保険料９９．５％にする 

介護保険料収納率の向上 実 施   
介護支援課 

 指標（数値目標） 
現年分収納率を平成２８年度までに介護

保険料９９．０％にする 

保育料収納率の向上 実 施   
子育て支援課 

 指標（数値目標） 
現年分収納率を平成２８年度までに保育

料９９．０％にする 



15 
 

水道使用料収納率の向上 実 施   
上水道課 

 

 指標（数値目標） 
現年分収納率を平成２８年度までに水道

使用料９８．５％にする 

下水道使用料収納率の向上 実 施   
下水道課 

 指標（数値目標） 
現年分収納率を平成２８年度までに下水

道使用料９８．２％にする 

住宅使用料収納率の向上 実 施   
住宅課 

 指標（数値目標） 
現年分収納率を平成２８年度までに住宅

使用料９６．３％にする 

学校給食費収納率の向上 実 施   
学校給食課 

 指標（数値目標） 
現年分収納率を平成２８年度までに学校

給食費９９．５％にする 

取組による年度別効果額 

H26 年度（H24 年度各税等の現年分調定額×目標収納率）  12,650 千円 

H27 年度（H24 年度各税等の現年分調定額×目標収納率）  14,788 千円 

H28 年度（H24 年度各税等の現年分調定額×目標収納率）  24,382 千円 

効果額合計 

（３年後の効果額） 

５１，８２０千円 

（   ―   ） 

 

 

 
○市税収納率の向上 『達成』                 （収納課） 

《取組状況》 

 滞納者に対し督促状を送付するとともに、納税相談や臨戸訪問を実施する中
で、現年分の収納率の向上に努めた。 
 
■市税収納率 
【Ｈ２６】 ９８．２％ 
【Ｈ２７】 ９８．３％ 
【Ｈ２８】 ９８．６％ 
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○国民健康保険税収納率の向上 『達成』            （市民課） 

《取組状況》 

 市民課において短期証及び資格証の発行に併せて納税相談や臨戸訪問を実施
するとともに、滞納者に対し督促状等を送付し、現年分の収納率の向上に努めた。 
 
■国民健康保険税収納率 
【Ｈ２６】 ９４．８％ 
【Ｈ２７】 ９５．７％ 
【Ｈ２８】 ９６．０％ 
 
 
 
○後期高齢者医療保険料収納率の向上 『達成』         （市民課） 

《取組状況》 

 滞納者に対し督促状等を送付するとともに、納付するための交通手段がない者
や障害者を対象に臨戸訪問を実施する中で、現年分の収納率の向上に努めた。 
 
■後期高齢者医療保険料収納率 
【Ｈ２６】 ９９．７％ 
【Ｈ２７】 ９９．５％ 
【Ｈ２８】 ９９．７％ 
 
 
 
○介護保険料収納率の向上 『達成』            （介護支援課） 

《取組状況》 

 滞納者に対し督促状等を送付するとともに、賦課通知送付時等に口座振替勧奨
通知を同封する中で、現年分の収納率の向上に努めた。 
 
■介護保険料収納率 
【Ｈ２６】 ９９．２％ 
【Ｈ２７】 ９９．２％ 
【Ｈ２８】 ９９．３％ 
 
 
 
○保育料収納率の向上 『達成』             （子育て支援課） 

《取組状況》 

 利用者負担額決定通知に併せて口座振替依頼書を同封するとともに、督促状の
発送及び電話による催告を行い、戸別訪問を実施する中で、現年分の収納率の向
上に努めた。 
 
■保育料収納率 
【Ｈ２６】 ９８．６％ 
【Ｈ２７】 ９９．０％ 
【Ｈ２８】 ９９．５％ 
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○水道使用料収納率の向上 『達成』             （上水道課） 

《取組状況》 

 計画的な納入指導を毎月実施するとともに、給水停止を進める中で納入または
分納誓約を確約し、現年分の収納率の向上に努めた。 
 
■水道使用料収納率 
【Ｈ２６】 ９８．３％ 
【Ｈ２７】 ９８．５％ 
【Ｈ２８】 ９８．６％ 
 
 
 
○下水道使用料収納率の向上 『達成』            （下水道課） 

《取組状況》 

 計画的な納入指導を毎月実施するとともに、積極的に未接続者の下水道接続及
び口座振替への切り替えを推進し、現年分の収納率の向上に努めた。 
 
■下水道使用料収納率 
【Ｈ２６】 ９８．３％ 
【Ｈ２７】 ９８．５％ 
【Ｈ２８】 ９８．８％ 
 
 
 
○住宅使用料収納率の向上 『達成』              （住宅課） 

《取組状況》 

 滞納者に対し督促状等を送付するとともに、滞納者の個別状況を把握しつつ、
電話等による催告を行い、現年分の収納率の向上に努めた。 
 
■住宅使用料収納率 
【Ｈ２６】 ９５．３％ 
【Ｈ２７】 ９５．２％ 
【Ｈ２８】 ９７．３％ 
 
 
 
○学校給食費収納率の向上 『未達成』           （学校給食課） 

《取組状況》 

 滞納者に対し督促状を送付するとともに、臨戸訪問及び校長会において納付指
導を依頼する中で、現年分の収納率の向上に努めた。 
 
■学校給食費収納率 
【Ｈ２６】 ９９．２％ 
【Ｈ２７】 ９９．５％ 
【Ｈ２８】 ９９．３％ 
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③  滞納整理の強化（継続） 

【取組の要旨】 

   市民負担の公平性、公正性の観点から、滞納者に対する法的措置の適用など滞

納整理を強化し、収納率向上に努めます。 

 

 

【具体的な取組】 

取組内容（項目） 
実施予定（年度） 

所管部局・課 
２６ ２７ ２８ 

市税滞納繰越分収納率の向

上 
実 施   

収納課 

 指標（数値目標） 
滞納繰越分収納率を平成２８年度までに

市税２３.０％にする 

国民健康保険税滞納繰越分

収納率の向上 
実 施   

市民課 

 指標（数値目標） 
滞納繰越分収納率を平成２８年度までに

国民健康保険税２８．０％にする 

後期高齢者医療保険料滞納

繰越分収納率の向上 
実 施   

市民課 

 指標（数値目標） 
滞納繰越分収納率を平成２８年度までに

後期高齢者医療保険料４２．０％にする 

介護保険料滞納繰越分収納

率の向上 
実 施   

介護支援課 

 指標（数値目標） 
滞納繰越分収納率を平成２８年度までに

介護保険料３３．１％にする 

保育料滞納繰越分収納率の

向上 
実 施   

子育て支援課 

 指標（数値目標） 
滞納繰越分収納率を平成２８年度までに

保育料１９．０％にする 
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水道使用料滞納繰越分収納

率の向上 
実 施   

上水道課 

 

 指標（数値目標） 
滞納繰越分収納率を平成２８年度までに

水道使用料１４．０％にする 

下水道使用料滞納繰越分収

納率の向上 
実 施   

下水道課 

 指標（数値目標） 
滞納繰越分収納率を平成２８年度までに

下水道使用料１１．７％にする 

住宅使用料滞納繰越分収納

率の向上 
実 施   

住宅課 

 指標（数値目標） 
滞納繰越分収納率を平成２８年度までに

住宅使用料１５．０％にする 

学校給食費滞納繰越分収納

率の向上 
実 施   

学校給食課 

 指標（数値目標） 
滞納繰越分収納率を平成２８年度までに

学校給食費２５．０％にする 

滞納処分の実施 実 施   
収納課 

 指標（数値目標） 

滞納処分の実施件数 

平成２６年度  ３００件 

平成２７年度  ３１０件 

平成２８年度  ３２０件 

取組による年度別効果額 

H26 年度（H24 年度各税等の過年分調定額×目標収納率）   8,189 千円 

H27 年度（H24 年度各税等の過年分調定額×目標収納率）  15,961 千円 

H28 年度（H24 年度各税等の過年分調定額×目標収納率）  23,670 千円 

効果額合計 

（３年後の効果額） 

４７，８２０千円 

（   ―   ） 
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○市税滞納繰越分収納率の向上 『達成』            （収納課） 

《取組状況》 

 滞納者に対し催告書を送付するとともに、納税相談や臨戸訪問を実施し、滞納
繰越分の収納率の向上に努めた。 
  
■市税滞納繰越分収納率 
【Ｈ２６】 １９．９％ 
【Ｈ２７】 ２３．６％ 
【Ｈ２８】 ２４．５％ 
 
 
 
○国民健康保険税滞納繰越分収納率の向上 『達成』       （市民課） 

《取組状況》 

 滞納者に対し催告書を送付するとともに、納税相談や臨戸訪問を実施した。ま
た、滞納者の財産調査と滞納処分を行い、滞納繰越分の収納率の向上に努めた。 
 
■国民健康保険税滞納繰越分収納率 
【Ｈ２６】 ２８．８％ 
【Ｈ２７】 ２９．１％ 
【Ｈ２８】 ２９．９％ 
 
 
 
○後期高齢者医療保険料滞納繰越分収納率の向上 『達成』    （市民課） 

《取組状況》 

 滞納者に対し催告書を送付するとともに、納付するための交通手段がない者や
障害者を対象に臨戸訪問を行い、滞納繰越分の収納率の向上に努めた。 
 
■後期高齢者医療保険料滞納繰越分収納率 
【Ｈ２６】 ４０．８％ 
【Ｈ２７】 ３０．３％ 
【Ｈ２８】 ６０．３％ 
 
 
 
○介護保険料滞納繰越分収納率の向上 『達成』       （介護支援課） 

《取組状況》 

 滞納者に対し催告書を送付するとともに、収納課との共同徴収を図る中で、滞
納繰越分の収納率の向上に努めた。 
 
■介護保険料滞納繰越分収納率 
【Ｈ２６】 ２６．４％ 
【Ｈ２７】 ３５．９％ 
【Ｈ２８】 ４１．３％ 
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○保育料滞納繰越分収納率の向上 『達成』        （子育て支援課） 

《取組状況》 

 収納課と連携し、情報収集及び差し押さえ余剰分の充当を行うとともに、児童
手当支給時に振替を行い、滞納繰越分の収納率の向上に努めた。 
 
■保育料滞納繰越分収納率 
【Ｈ２６】 ２１．７％ 
【Ｈ２７】 ２０．１％ 
【Ｈ２８】 ４１．７％ 
 

 

 

○水道使用料滞納繰越分収納率の向上 『未達成』       （上水道課） 

《取組状況》 

 計画的な納入指導を毎月実施するとともに、徴収の見込めない債権者の調査を
行う中で、私債権管理条例に基づき債権放棄と徴収停止を行い、滞納繰越分の収
納率の向上に努めた。 
 
■水道使用料滞納繰越分収納率 
【Ｈ２６】 １０．０％ 
【Ｈ２７】 １１．５％ 
【Ｈ２８】 １０．３％ 
 
 
 
○下水道使用料滞納繰越分収納率の向上 『未達成』      （下水道課） 

《取組状況》 

 計画的な納入指導を毎月実施するとともに、徴収の見込めない債権者の調査を
行う中で、滞納繰越分の収納率の向上に努めた。 
 
■下水道使用料滞納繰越分収納率 
【Ｈ２６】  ８．０％ 
【Ｈ２７】 １１．７％ 
【Ｈ２８】 １０．０％ 
 
 
 
○住宅使用料滞納繰越分収納率の向上 『未達成』        （住宅課） 

《取組状況》 

 滞納者に対し催告書を送付するとともに、分割納付誓約書を締結する中で、滞
納繰越分の収納率の向上に努めた。 
 
■住宅使用料滞納繰越分収納率 
【Ｈ２６】 １４．５％ 
【Ｈ２７】  ９．３％ 
【Ｈ２８】  ８．２％ 
 



22 
 

 
○学校給食費滞納繰越分収納率の向上 『未達成』      （学校給食課） 

《取組状況》 

 滞納者に対し催告書を送付するとともに、臨戸訪問及び児童手当による納付指
導を実施し、滞納繰越分の収納率の向上に努めた。 
 
■学校給食費滞納繰越分収納率 
【Ｈ２６】 ３６．５％ 
【Ｈ２７】 ２９．１％ 
【Ｈ２８】 ２１．９％ 
 
 
 
○滞納処分の実施 『達成』                  （収納課） 

《取組状況》 

 税の支払い能力があるにもかかわらず、納税に応じない滞納者の滞納処分を実
施した。滞納処分内容は、預貯金や給与、不動産の差し押さえ等である。 
 
■滞納処分実施件数 
【Ｈ２６】 ４５３件 
【Ｈ２７】 ７３４件 
【Ｈ２８】 ７５３件 
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④  定住促進に向けた取り組み（新規） 

【取組の要旨】 

   少子高齢化による人口構成の変化とともに、平成３２年には約４３，０００人

とも推計される本市の人口は、市の財政運営に大きく影響するため、積極的な定

住促進策を全庁的に展開します。 

   なお、策定後は、子育て支援策など各種サービスと連携し、定住促進策の推進

に努めます。 

【具体的な取組】 

取組内容（項目） 
実施予定（年度） 

所管部局・課 
２６ ２７ ２８ 

定住促進策の推進 検 討 設 定 実 施 
企画課 

(地域課) 

 指標（数値目標） 
（仮称）定住促進計画を策定し、定住促進

策を推進する 

取組による年度別効果額 ― 

効果額合計 

（３年後の効果額） 
― 

 

 

 
○定住促進策の推進 『達成』             （企画課、地域課） 

《取組状況》 

 平成２６年度に策定した北杜市定住促進計画を基に、平成２７年度に北杜市総
合戦略を策定する中で、地方創生関係の交付金等を積極的に活用し、定住促進計
画及び総合戦略に掲げる施策を推進した。また、庁内及びふるさと創生会議にお
いて、事業の進捗管理を行った。 
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⑤  企業誘致等の推進（継続） 

【取組の要旨】 

   定住促進を図るうえで雇用の場を確保することは重要である。このため、新規

企業等の誘致活動とともに、既に立地している集積企業の需要拡大等による地域

内への増設等の創出を積極的に推進し、雇用の創出及び税収等の確保を図り定住

促進に繋げます。 

   また、農業では、土地改良事業の実施及び耕作放棄地の解消事業により大規模

農地の集積確保等進出に向けての条件を整え、農業生産法人等の誘致に取り組み

ます。 

【具体的な取組】 

取組内容（項目） 
実施予定（年度） 

所管部局・課 
２６ ２７ ２８ 

企業等誘致の推進 実 施   
観光・商工課 

農政課 

 指標（数値目標） 
誘致企業数（農業生産法人含む） 

１社以上／年 

取組による年度別効果額 ― 

効果額合計 

（３年後の効果額） 
― 
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○企業誘致等の推進 『達成』          （観光・商工課、農政課） 

《取組状況》 

【観光・商工課】 
 企業訪問を行う中で、ニーズ等の聞き取り及び各種支援制度について情報提供
を行った。また、企業立地フェアに参加し、本市の立地環境や支援制度等を紹介
したパンフレットを配布した。 
【農政課】 
 企業の農業参入に向け、地域説明会を開催する中で地元との調整を行った。ま
た、進出企業に対し、適地の紹介や現地案内等を実施し、参入に向けた調整を行
うとともに、施設整備等に対する補助事業導入の支援を行った。 
 
■誘致企業数実績（農業生産法人含む） 
【Ｈ２６】 １社（農業生産法人） 
【Ｈ２７】 ２社（農業生産法人） 
【Ｈ２８】 １社（農業生産法人） 
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⑥  市有財産の有効活用、処分（継続） 

【取組の要旨】 

   健全な市財政を確立するためには、歳出の削減と同時に歳入確保に努める必要

があります。 

そのため普通財産の民間等への売却、貸付等を積極的に推進し、自主財源の確

保に努めます。 

【具体的な取組】 

取組内容（項目） 
実施予定（年度） 

所管部局・課 
２６ ２７ ２８ 

市有財産の有効活用、処分 実 施   
管財課 

 指標（数値目標） 

普通財産の有効活用、処分 

売却 １件／年 

貸付 ５件／年 

取組による年度別効果額 ― 

効果額合計 

（３年後の効果額） 
― 

 

 

 
○市有財産の有効活用、処分 『達成』             （管財課） 

《取組状況》 

 統一的な基準による地方公会計制度に基づく財務書類の作成に向け、固定資産
台帳を整備する中で、売却可能資産及び貸付可能資産の洗い出しを行った。また、
需要のある土地建物については、調査、調整等を行う中で売却または貸付を推進
した。 
 
■普通財産売却・貸付実績 
【Ｈ２６】 売却７件、貸付１５件 
【Ｈ２７】 売却２件、貸付 ８件 
【Ｈ２８】 売却４件、貸付 ５件 
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⑦  市印刷物等への広告掲載の推進（継続） 

【取組の要旨】 

   健全な市財政を確立するためには、歳出の削減と同時に歳入確保に努める必要

があります。 

そのため民間等との協働を行い、市印刷物（広報、封筒、ホームページ等）へ

の広告掲載を拡充します。 

【具体的な取組】 

取組内容（項目） 
実施予定（年度） 

所管部局・課 
２６ ２７ ２８ 

広報・ホームページへの広

告掲載 
実 施   

政策秘書課 

 指標（数値目標） 広告枠の稼働率を毎年度１００％にする 

封筒への広告の掲載 実 施   
管財課 

 指標（数値目標） 
広告付封筒の作成枚数 

５万枚／年 

取組による年度別効果額 ― 

効果額合計 

（３年後の効果額） 
― 
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○広報・ホームページへの広告掲載 『未達成』        （政策秘書課） 

《取組状況》 

 広報紙、ホームページ、ＣＡＴＶにおいて、通年にわたり広告掲載を募集する
とともに、関係課を通じて企業交流会や観光協会に周知した。また、平成２８年
度には、ホームページにおける広告掲載の申し込みの増加及びホームページのリ
ニューアルに伴い、広告枠を４枠増やした。 
 しかし、平成２８年度において、ホームページの広告枠１枠が２カ月間未稼働
となったため、数値目標が未達成となった。 
 
■広告枠の稼動率実績 
【Ｈ２６】  １００．０％ 
【Ｈ２７】  １００．０％ 
【Ｈ２８】   ９９．１％ 
 
 
 
○封筒への広告の掲載 『達成』                （管財課） 

《取組状況》 

 自主財源の確保の観点から、市役所封筒の長３封筒への広告掲載を実施した。
また、平成２８年度には広告掲載媒体の拡大を図るため、角２封筒への広告掲載
を実施した。 
 
■広告付封筒の作成枚数実績 
【Ｈ２６】 １０万枚（長３封筒：１０万枚） 
【Ｈ２７】  ５万枚（長３封筒： ５万枚） 
【Ｈ２８】 １０万枚（長３封筒： ５万枚、角２封筒：５万枚） 
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３ 市民との協働による事業の展開と情報の共有化 

①  協力金制度の推進（継続） 

【取組の要旨】 

   市民団体等が、自主・自発的に行う本市のまちづくりを進めていくために、積

極的にふるさと納税、環境保全基金、芸術文化スポーツ振興基金制度を推進しま

す。 

【具体的な取組】 

取組内容（項目） 
実施予定（年度） 

所管部局・課 
２６ ２７ ２８ 

「ふるさと納税」制度の推

進 
実 施   

地域課 

 指標（数値目標） 
「ふるさと納税」の寄附件数 

２１０件／年 

「環境保全協力金」制度の

推進 
実 施   

政策秘書課 

 指標（数値目標） 
「環境保全協力金」の協力件数 

２０件／年 

「芸術文化スポーツ振興基

金」制度の推進 
実 施   

生涯学習課 

 指標（数値目標） 
「芸術文化スポーツ振興協力金」協力件数 

４件／年 

取組による年度別効果額 ― 

効果額合計 

（３年後の効果額） 
― 
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○「ふるさと納税」制度の推進 『達成』            （地域課） 

《取組状況》 

 パンフレットのデザイン等の変更及び観光案内所にパンフレットを設置した。
また、寄附者と市民に有効な特産品を発掘するとともに、市内生産者側の提案を
受ける中で特産品の見直しを検討した。 
なお、平成２８年度からふるさと納税の電子決済を導入し、代理収納システム

による運用を開始した。 
 
■ふるさと納税の寄附件数実績 
【Ｈ２６】 ３４８件 
【Ｈ２７】 ３５７件 
【Ｈ２８】 ４２８件 
 
 
 
○「環境保全協力金」制度の推進 『達成』         （政策秘書課） 

《取組状況》 

 協力状況等の公表及び広報紙などにより協力依頼を周知するとともに、企業訪
問を実施し、協力金の増額を図った。 
また、関係課と連携する中で、「道の駅はくしゅう」へ募金箱を設置し、利用

者からの協力金を募った。 
 
■環境保全協力金の協力件数実績 
【Ｈ２６】 ２５件  
【Ｈ２７】 ４０件 
【Ｈ２８】 ５４件 
 
 
 
○「芸術文化スポーツ振興基金」制度の推進 『達成』    （生涯学習課） 

《取組状況》 

 協力状況等の公表及び広報紙などにより協力依頼を周知するとともに、企業訪
問を実施し、協力金を募った。 
 
■芸術文化スポーツ振興協力金の協力件数実績 
【Ｈ２６】 ６件  
【Ｈ２７】 ４件 
【Ｈ２８】 ４件 
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②  補助金公募制度の推進（継続） 
【取組の要旨】 

   市民団体等が自主・自発的に行う本市のまちづくりに役立つ公益的な事業に対

し、制度の主旨を尊重しつつ、事業経費の一部を助成することにより、市民等の

まちづくりへの積極的な参加を推進します。 

【具体的な取組】 

取組内容（項目） 
実施予定（年度） 

所管部局・課 
２６ ２７ ２８ 

環境保全基金の活用 実 施   
政策秘書課 

 指標（数値目標） 
環境保全提案型事業の募集、採択数  

１５件／年 

芸術文化スポーツ振興基金

の活用 
実 施   

生涯学習課 

 指標（数値目標） 
芸術文化スポーツ振興基金活用事業の 

募集、採択数        １０件／年 

取組による年度別効果額 ― 

効果額合計 

（３年後の効果額） 
― 
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○環境保全基金の活用 『未達成』             （政策秘書課） 

《取組状況》 

 市内での環境保全活動を広報紙などへ掲載するとともに、活用事業報告会を開
催し、多くの団体が環境保全事業に取り組めるよう啓発を図った。 
また、「北杜市南アルプスユネスコエコパーク地域連絡会」が、地域住民・企

業を主体とした「貴重な自然環境を守り、自然と共生した魅力あるまちづくり」
を目指した活動を開始したことから、連絡会の活動などの支援を図った。 
 
■環境保全提案型事業の採択数実績 
【Ｈ２６】 １２件 
【Ｈ２７】 １１件 
【Ｈ２８】 １２件 
 
 
 
○芸術文化スポーツ振興基金の活用 『達成』        （生涯学習課） 

《取組状況》 

 個人・団体が行う芸術文化スポーツの創造または普及を図るため、事業の募集
と周知に努めた。 
今後も市民等の更なるまちづくりへの参加を促進するため、積極的に事業の募

集と周知に努める。 
 
■芸術文化スポーツ振興基金活用事業の採択数実績 
【Ｈ２６】 １０件  
【Ｈ２７】 １１件 
【Ｈ２８】 １１件 
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③  市民ボランティアとの協働（継続） 

【取組の要旨】 

   市民との協働による市政運営が行えるよう、各種ボランティア等の体制強化に

努めます。 

   また、参画していただく場の拡大に努めると共に積極的な情報提供を行い、登

録者と情報共有（意見交換）しつつ、各種事業やイベントの運営等に参画をいた

だき、市政運営の効率化に努めます。 

【具体的な取組】 

取組内容（項目） 
実施予定（年度） 

所管部局・課 
２６ ２７ ２８ 

災害時要援護者支援制度の

推進 
実 施   

福祉課 

(地域課) 

 指標（数値目標） 
災害時要援護者支援制度の登録者数を 

平成２８年度までに５００人にする 

通訳ボランティア制度の推

進 
実 施   

地域課 

 指標（数値目標） 
通訳ボランティアの登録者数を平成２８

年度までに１９人とし、その活用を図る 

介護支援ボランティア制度

の推進 
実 施   

介護支援課 

 指標（数値目標） 
介護支援ボランティア制度のポイント還

元数     ２，０００ポイント／年 

認知症サポーター制度の推

進 
実 施   

介護支援課 

 指標（数値目標） 
認知症サポーターの登録者数を平成２８

年度までに４，０００人にする 

学びの杜タレントバンク制

度の推進 
実 施   

生涯学習課 

 指標（数値目標） 
タレントバンクの登録者数を平成２８年

度までに７０人とし、その活用を図る 
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図書館ボランティア制度の

推進 
実 施   

中央図書館 

 指標（数値目標） 

図書館ボランティアの登録者数を平成 

２８年度までに２００人とし、その活用を

図る 

障害者ボランティア制度の

推進 
実 施   

福祉課 

 指標（数値目標） 
障害者ボランティア交流会またはフォロ

ーアップ講座を毎月開催する 

認知症支援ネットワークの

構築に向けた取り組み 
検 討 設 定 実 施 

介護支援課 

 指標（数値目標） 
認知症支援ネットワーク会議を設置し、認

知症の方とその家族の支援に取り組む 

取組による年度別効果額 ― 

効果額合計 

（３年後の効果額） 
― 

 

 

 
○災害時要援護者支援制度の推進 『達成』       （福祉課、地域課） 

《取組状況》 

 災害時における避難行動支援者の生命と身体を守るため、区長会等において
名簿への登録を周知した。また、法改正により「災害時要援護者名簿」から「避
難行動要支援者名簿」に見直されたことから、引き続き、名簿を基に最優先で
支援を受ける必要がある方からの同意を増やす。 
 
■名簿の登録者数実績 
【Ｈ２６】    ２６２人（災害時要援護者名簿） 
【Ｈ２７】 ２，６５５人（避難行動要支援者名簿） 
【Ｈ２８】 ２，２６５人（     〃     ） 
 
 
 
○通訳ボランティア制度の推進 『達成』            （地域課） 

《取組状況》 

 市ホームページを通じて登録者の募集を行ったことにより、平成２８年度末で
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２３名が登録している。ケンタッキー州マディソン郡訪問団や韓国抱川市文化交
流団の来訪時に通訳ボランティアに協力いただいた。 
 
■通訳ボランティアの登録者数実績 
【Ｈ２６】 １７人 
【Ｈ２７】 ２４人 
【Ｈ２８】 ２３人 
 
 
 
○介護支援ボランティア制度の推進 『未達成』       （介護支援課） 

《取組状況》 

 広報紙やホームページ等を活用し、ボランティア登録を周知した。また、ボラ
ンティア活動実践者を増やすため、登録者を対象とした研修会を実施するなど、
ボランティア活動を支援した。 
 
■介護支援ボランティア制度のポイント還元数実績 
【Ｈ２６】 １，９８７ポイント 
【Ｈ２７】 ２，２９２ポイント 
【Ｈ２８】 ２，７７４ポイント 
 
 
 
○認知症サポーター制度の推進 『達成』          （介護支援課） 

《取組状況》 

 各地区民生・児童委員、各地区老人クラブ、小中学生等をはじめとする市民を
対象に認知症サポーター養成講座を開催し、認知症に対する理解を深めた。また、
地域におけるキャラバンメイトの役割などを学ぶため、講師となるキャラバンメ
イトのフォローアップ研修も開催した。 
 
■認知症サポーターの登録者数実績 
【Ｈ２６】 ４，３８６人 
【Ｈ２７】 ４，９８８人 
【Ｈ２８】 ５，５３８人 
 
 
 
○まなびの杜タレントバンク制度の推進 『達成』      （生涯学習課） 

《取組状況》 

 ホームページ等を活用し、タレントバンクへの登録を周知した。また、校長会
を活用し、制度の周知を行うとともに、情報誌「まなびの杜」において、タレン
トバンクの登録及び登録者を活用した各種学習講座の開催について周知した。 
 
■タレントバンクの登録者数実績 
【Ｈ２６】 ７２人 
【Ｈ２７】 ６６人 
【Ｈ２８】 ７３人 
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○図書館ボランティア制度の推進 『未達成』        （中央図書館） 

《取組状況》 

 図書館ボランティアの登録者数を増やすとともに、図書館活動の更なる充実を
図るため、ボランティアが情報交換できる場を設けた。また、様々なイベントに
積極的に参画してもらえるよう周知に努めた。 
 
■図書館ボランティアの登録者数実績 
【Ｈ２６】 １９５人 
【Ｈ２７】 ２０１人 
【Ｈ２８】 １８２人 
 
 
 
○障害者ボランティア制度の推進 『達成』           （福祉課） 

《取組状況》 

 これまでに養成した障害者ボランティア等を中心に、交流会またはフォローア
ップ講座を毎月開催する中で、障害者との交流や理解を深めるとともに、ボラン
ティアを養成し、障害者の地域生活や社会参加を支援した。 
 
 
 
○認知症支援ネットワークの構築に向けた取り組み 『達成』 （介護支援課） 

《取組状況》 

 平成２６年度は高齢者ニーズ調査を行い、その結果を基に課題を分析し、第４
次介護保険計画の項目として、認知症支援の仕組みを盛り込んだ。平成２７年度
は認知症の方やその家族の個別や地域課題を整理するとともに、認知症支援ネッ
トワーク会議の設置に向け、関係者との調整及び準備を行った。平成２８年度は
認知症支援ネットワーク会議を設置するとともに、認知症の方とその家族を支援
するため、認知症の進行や状態に合わせて受けられる医療・介護・医療サービス
を示したガイドブック「認知症ケアパス」の活用を開始した。 
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④ 地域委員会の活用（継続） 

【取組の要旨】 

   ８町村が合併したことから、住民の意見集約機関としての役割を担うところが

現在でも大きいため、必要なものについては積極的に諮問すると共に、委員会か

らの提言も受け、地域活性化に向け地域委員会の活用を図ります。 

【具体的な取組】 

取組内容（項目） 
実施予定（年度） 

所管部局・課 
２６ ２７ ２８ 

地域委員会の活用 実 施   
地域課 

 指標（数値目標） 地域委員会の活用    諮問数１件/年 

取組による年度別効果額 ― 

効果額合計 

（３年後の効果額） 
― 

 

 

 
○地域委員会の活用 『未達成』                （地域課） 

《取組状況》 

 地域委員会の活用を各課へ周知するとともに、地域委員会連絡協議会におい
て、正副会長などに対して地域委員会の役割などを周知し、市への積極的な提言
を依頼した。 
 
■諮問数実績 
【Ｈ２６】 ０件（提言数２件） 
【Ｈ２７】 ０件（提言・要望数３件） 
【Ｈ２８】 ０件（要望数２件） 
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⑤  市ホームページの充実・行政情報の発信（継続） 

【取組の要旨】 

   市民に対する説明責任及び行政への市民参加を図る上で、情報を出来る限り多

く提供する必要があることから、市ホームページを積極的に活用して、市民へ分

かりやすい内容で情報提供に努めます。 

【具体的な取組】 

取組内容（項目） 
実施予定（年度） 

所管部局・課 
２６ ２７ ２８ 

市ホームページの充実・行

政情報の発信 
実 施   

政策秘書課 

 指標（数値目標） 
市ホームページのアクセス数 

１００万ヒット／年 

取組による年度別効果額 ― 

効果額合計 

（３年後の効果額） 
― 

 

 

 
○市ホームページの充実・行政情報の発信 『達成』     （政策秘書課） 

《取組状況》 

 毎年、職員を対象にホームページ編集の操作研修会を開催し、操作技術の向上
を図るとともに、きめ細やかな更新による情報発信の徹底に努めた。 
また、利用者が目的のページにたどり着きやすく、また、ＳＮＳへの対応やス

マートフォン画面に対応するため、平成２８年度にこれまでのホームページのデ
ザインを一新し、ホームページをリニューアルした。 
 
■市ホームページの年間アクセス数実績 
【Ｈ２６】 １，５１０，５０５件 
【Ｈ２７】 １，５１０，４３８件 
【Ｈ２８】 １，２９８，８９８件 
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４ 事務事業の抜本的見直しと民営化、民間委託の推進 

①  事務事業外部評価制度の導入（新規） 
【取組の要旨】 

   限られた財源の中で、より充実した市民サービスを提供する必要があることか

ら、５００を超える事務事業を多角的な視点で、実施方法や必要性を評価するた

め外部の有識者による委員会を設置し、その評価結果を市政運営に反映させるよ

う努めます。 

【具体的な取組】 

取組内容（項目） 
実施予定（年度） 

所管部局・課 
２６ ２７ ２８ 

事務事業外部評価制度の導

入 
設 定  実 施 

企画課 

 指標（数値目標） 
事務事業外部評価委員会を設置し、評価結

果を市政運営に反映させる 

取組による年度別効果額 ― 

効果額合計 

（３年後の効果額） 
― 

 

 

 
○事務事業外部評価制度の導入 『達成』            （企画課） 

《取組状況》 

 評価人として行政改革推進委員を選任する中で、平成２７年度に試行的に実
施、また、平成２８年度には本格的に実施し、評価人及び市民から評価及び意見
をいただいた。また、評価結果を受け、事業の見直しや改善を行い、必要に応じ
て翌年度以降の事業に反映させた。 
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②  民間委託（指定管理者制度含む）の活用（新規） 
【取組の要旨】 

   限られた財源の中で、より充実した市民サービスを提供する必要があることか

ら、民間企業等の手法を活かし、市民サービスの向上や施設運営経費の削減を図

ります。 

【具体的な取組】 

取組内容（項目） 
実施予定（年度） 

所管部局・課 
２６ ２７ ２８ 

市役所宿日直の民間活用 検 討 設 定 実 施 
総務課 

 指標（数値目標） 
宿日直の民間委託を導入し、経費削減を図

る 

上下水道料金徴収業務等の

民間活用 
検 討 設 定 実 施 

上水道課 

下水道課 

 指標（数値目標） 
上下水道料金徴収業務等を民間委託し、経

費削減を図る 

市営住宅管理等の民間活用 検 討 設 定 実 施 
住宅課 

 指標（数値目標） 
市営住宅管理等を民間委託し、経費削減を

図る 

取組による年度別効果額 ― 

効果額合計 

（３年後の効果額） 
― 

 

 

 

 

 



41 
 

 
○市役所宿日直の民間活用 『未達成』             （総務課） 

《取組状況》 

 市民サービスへの影響や民間委託した場合のコスト比較・分析を行った結果、
費用の増大や業務に係る費用対効果などの課題があることから、平成２７年度に
宿日直業務における民間活用の導入を見送った。 
 
 
 
○上下水道料金徴収業務等の民間活用 『達成』   （上水道課、下水道課） 

《取組状況》 

 事業の効率化や職員数の削減などを目的に、委託業務内容及び実施体制の検討
を重ねる中で、平成２８年度に徴収業務等の民間委託事業者を選定、決定し、平
成２９年４月に委託業者による「上下水道お客様センター」を開設した。 
 
 
 
○市営住宅管理等の民間活用 『未達成』            （住宅課） 

《取組状況》 

 民間委託を導入している自治体等を調査する中で、市営住宅の維持管理、滞納
等家賃の徴収業務について民間委託の導入を検討したが、委託業務の範囲や業務
に係る費用対効果、個人情報の取り扱いなどの課題があることから、第３次実施
期間中における民間委託の導入に至らなかった。 
第４次行財政改革アクションプランで、引き続き取り組むこととする。 
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③  公共事業費の段階的縮減（継続） 

【取組の要旨】 

   合併特例措置の期限終了により、平成２７年度からの交付税の縮減などによる

厳しい財政状況が見込まれることから、新規事業のみならず、継続事業について

も抜本的な見直しを行う中で、公共事業費の段階的な縮減を図ります。 

【具体的な取組】 

取組内容（項目） 
実施予定（年度） 

所管部局・課 
２６ ２７ ２８ 

公共事業費の段階的縮減 実 施   
全部局 

（財政課） 

 指標（数値目標） 

１箇所（事業）当たりの単年度事業費が１

億円を超える程度の主要な政策的事業を

除く公共事業費を、平成２８年度までに平

成２５年度対比９．０％削減（毎年度  

３．０％削減）する 

■平成 25 年度一般会計当初予算の公共事

業費（上記前提条件）の額 1,192,010 千円 

取組による年度別効果額 

H26 年度（H25 年度公共事業費の予算額×3.0％） 35,760 千円 

H27 年度（H25 年度公共事業費の予算額×6.0％） 71,521 千円 

H28 年度（H25 年度公共事業費の予算額×9.0％） 107,281 千円 

効果額合計 

（３年後の効果額） 

２１４，５６２千円 

（１０７，２８１千円） 

※ 公共事業   国又は地方公共団体等が実施する道路、河川、上下水道、公営住宅等の社会資本整備の 

ための事業（災害復旧事業費を除く）。 

 

 

 

 
○公共事業費の段階的縮減 『達成』              （財政課） 

《取組状況》 

 施策の有効性等を見極める中で、公共事業費の縮減に向けて積極的に取り組ん
だことにより、目標を達成することができた。 
 
■公共事業費当初予算額 
【Ｈ２６】 1,114,122 千円（H25 年度対比 △77,888 千円）  △６.５％ 
【Ｈ２７】  964,118 千円（H25 年度対比△227,892 千円） △１９.１％ 
【Ｈ２８】 1,077,683 千円（H25 年度対比△114,327 千円）  △９.６％ 
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④  市民バス等の見直し（継続） 
【取組の要旨】 

   本市は６０２．８９ｋ㎡と県内一面積が広く、河川や山地により居住地域が点

在していることなどから効率的な運行が困難な状況にあります。このことから、

市民バスの見直しを行います。 

また、保育園通園バス、小中学校スクールバスの運行についても、整理統合や

廃止等の見直しも含めた効率の良い運行を目指します。 

【具体的な取組】 

取組内容（項目） 
実施予定（年度） 

所管部局・課 
２６ ２７ ２８ 

市民バスの見直し 実 施   
企画課 

 指標（数値目標） 市民バスの効率化を図る 

保育園通園バスの見直し 検 討 実 施  
子育て支援課 

 指標（数値目標） 保育園通園バスの廃止 

小・中学校スクールバスの

整備 
実 施   

教育総務課 

 指標（数値目標） 
小・中学校の統合及び市民バスの見直しに

伴うスクールバスの整備を行う 

取組による年度別効果額 ― 

効果額合計 

（３年後の効果額） 
― 
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○市民バスの見直し 『達成』                  （企画課） 

《取組状況》 

 スクールバスとの混乗の見直しなどを検討する中で、市民バスの小型化、路線の
ルートや運行時刻の見直しを行い、効率の良い運行を目指すとともに、利便性の向
上に努めた。 
 また、八ヶ岳定住自立圏域内の公共交通について、平成２９年度から長野県富士
見町のデマンドバスを白州町大武川地区までエリアを拡大するよう、富士見町と検
討、協議を行った。 
 
 
 
○保育園通園バスの見直し 『未達成』            （子育て支援課） 

《取組状況》 

 通園バスの廃止に向けて検討を重ねていたが、総合戦略の施策を進める上で、子
育て支援の充実を図る必要があることから、保育園通園バスの廃止には至らなかっ
た。 
そのため、通園バスのあり方について、今後は他施策と総合的に検討を進めてい

く。 
 
 
 
○小・中学校スクールバスの整備 『達成』          （教育総務課） 

《取組状況》 

 高根地区小学校統合計画及び市内中学校統合計画案の説明会において、安全な通
学手段を確保するため、通学方法等を含む今後の通学支援について説明を行った。 
また、市民バスの見直しに伴い、安全・安心な学校生活に必要なスクールバスの

運行を円滑に行うため、平成２８年度から５ヵ年における小・中学校スクールバス
車両の整備計画を推進した。 
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⑤  大学や民間企業との連携（継続） 

【取組の要旨】 

   市民サービスの向上や行政運営の更なる効率化を図る必要があるため、市が行

っている事業を民間や大学等との協働により実施し地域活性化に努めます。 

【具体的な取組】 

取組内容（項目） 
実施予定（年度） 

所管部局・課 
２６ ２７ ２８ 

大学や民間企業との連携 実 施   
地域課 

福祉課 

 指標（数値目標） 

・大学や企業等との連携による地域活性化 

事業へ取り組む 

・あんきじゃんネットワーク事業を推進す

る 

取組による年度別効果額 ― 

効果額合計 

（３年後の効果額） 
― 

 
 

 
○大学や民間企業との連携 『達成』          （地域課、福祉課） 

《取組状況》 

【地域課】 
 早稲田大学大学院「地域活性化システム論」連携協定に基づき、北杜市をフィ
ールドにした政策提言をいただき、具現化に向けて担当課と調整を行った。 
 なお、地域振興及び人材育成に寄与するために北杜高校と、また、地域資源を
活かした健康増進等のプログラムの構築を実現するために健康科学大学と、平成
２８年度に連携協定を締結した。 
 
 
 
【福祉課】 
 地域の高齢者や障害者の孤立などを防止するため、あんきじゃんネットワーク
事業協定締結事業者との協働により、事業者・警察署・消防署等と連携する中で、
見守りを行うとともに、地域住民の異変を感じた事業所は速やかに市へ通報し、
通報を受けた市は地域の民生委員などと連携し、対応した。 
また、関係者連絡会議を開催し、意見交換及び情報交換を行うとともに、平成

２７年度には新たに４事業所と協定を締結した。 
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⑥  出資法人の経営健全化の推進（継続） 

【取組の要旨】 

   出資法人の経営悪化は市の財政に対し大きな影響を与えることから、出資法人

に対して、法人自らが問題意識を持ち事業や組織運営に取り組むことにより、健

全経営が行えるよう支援します。 

【具体的な取組】 

取組内容（項目） 
実施予定（年度） 

所管部局・課 
２６ ２７ ２８ 

出資法人の経営健全化の推

進 
実 施   

企画課 

 指標（数値目標） 出資法人の経営健全化を推進する 

取組による年度別効果額 ― 

効果額合計 

（３年後の効果額） 
― 

 

 

 
○出資法人の経営健全化の推進 『達成』           （企画課） 

《取組状況》 

 出資法人の経営健全化に向け、各出資法人の株主総会及び理事会等へ出向くと
ともに、随時、経営状況の聞き取りを行う中で、必要に応じて適切な指導・助言
を行った。 
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⑦  公営企業の経営改善（継続） 

【取組の要旨】 

   公営企業会計への繰出金が大きな財政負担となっていることから、一般会計か

らの繰出金のあり方を見直すとともに、簡易水道、下水道等の公営企業の経営改

善を推進します。 

【具体的な取組】 

取組内容（項目） 
実施予定（年度） 

所管部局・課 
２６ ２７ ２８ 

経営改善計画の推進 実 施   
上水道課 

下水道課 

 指標（数値目標） 

公営企業会計への基準外繰出金を平成 

２８年度までに 30,000 千円削減する 

■平成 25年度一般会計当初予算の上・下

水道・農業集落排水特別会計繰出金（基準

外）の額 809,557 千円 

簡易水道統合計画の推進 実 施   
上水道課 

 指標（数値目標） 工法等の見直しにより工事費を縮減する 

下水道整備計画の推進 実 施   
下水道課 

 指標（数値目標） 工法等の見直しにより工事費を縮減する 

取組による年度別効果額 

H26 年度（H25 年度上下水道繰出金に対し  5,000 千円減額） 

H27 年度（H25 年度上下水道繰出金に対し 15,000 千円減額） 

H28 年度（H25 年度上下水道繰出金に対し 30,000 千円減額） 

効果額合計 

（３年後の効果額） 

５０，０００千円 

（３０，０００千円） 
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○経営改善計画の推進 『達成』          （上水道課、下水道課） 

《取組状況》 

 水道施設及び処理施設の維持管理費の縮減、修繕方法等の見直しを行い、基準
外繰出金の抑制に努めた。 
 
■公営企業会計への基準外繰出金当初予算額 
《簡易水道・下水道・農業集落排水事業特別会計の合算額》 
【Ｈ２６】  Ｈ25 年度対比 △4,740 千円（上水道 △4,700+下水道    △40） 
【Ｈ２７】 Ｈ25 年度対比 △9,745 千円（上水道 △7,200+下水道 △2,545） 
【Ｈ２８】 Ｈ25 年度対比△35,520 千円（上水道△15,000+下水道△20,520） 
 
 
 
 
○簡易水道統合計画の推進 『達成』             （上水道課） 

《取組状況》 

 経済性に優れた工法等を検討するとともに、工事設計において工法・単価等の
比較、検討を行い、コスト縮減に努めた。また、工事費縮減のため、次年度以降
の事業内容の精査を実施した。 
 
 
 
○下水道整備計画の推進 『達成』              （下水道課） 

《取組状況》 

 各年度において、発注予定区間の設計成果を精査するとともに、下水道整備計
画に基づき、下水道接続の意向を確認する中で工事を発注した。また、人口減少
にも対応できる施設等の処理能力を検討したほか、処理場の統合も視野に設備維
持管理費と管渠敷設工事における費用対効果の検討を踏まえ、下水道区域の見直
しを行うとともに、低コスト整備手法（マンホール数の削減、曲管）での施工を
実施する中で、工事費の縮減に努めた。 
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⑧  病院、診療所の経営改善（継続） 

【取組の要旨】 

   公営企業会計への繰出金が大きな財政負担となることから、市立病院等の健全

経営に努めます。 

【具体的な取組】 

取組内容（項目） 
実施予定（年度） 

所管部局・課 
２６ ２７ ２８ 

病院、診療所の経営改善 実 施   
健康増進課 

 指標（数値目標） 

病院事業特別会計の※経常収支比率を、平

成２８年度までに塩川病院 102.5％、         

甲陽病院 100.1％、辺見診療所 106.0％、

白州診療所 105.0％にする 

取組による年度別効果額 ― 

効果額合計 

（３年後の効果額） 
― 

※ 経常収支比率    公営企業会計における経常収支比率とは、経常収益÷経常費用＝経常収支比率で

ある。この比率が１００％以上の場合は単年度黒字を、１００％未満は単年度赤字

を表すことになる。 

 

 

 
○病院、診療所の経営改善 『未達成』           （健康増進課） 

《取組状況》 

 病院改革プランにより、経常収支比率の向上を目指した。 
 目標に対しては、塩川病院及び甲陽病院が未達成である。 
 
■病院事業特別会計の経常収支比率 

【Ｈ２６】     【Ｈ２７】    【Ｈ２８】 
《塩川病院》  １０４．４％   １０２．９％   １００．４％ 
《甲陽病院》   ９７．５％    ９７．６％    ９６．１％ 
《辺見診療所》 １１７．５％   １２４．９％   １０８．８％ 
《白州診療所》 １０７．８％   １００．７％   １０８．４％ 
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⑨  施設の有効活用、整理統合（継続） 

【取組の要旨】 

   合併に伴い多くの公共施設があり、これらの施設管理費が大きな財政負担とな

っています。 

そのため、多機能化や他用途での活用を検討し、市民の利便性の向上や施設管

理費の削減を図るため、目的、必要性、公平性、利用状況等の観点から抜本的に

見直しを行います。 

【具体的な取組】 

取組内容（項目） 
実施予定（年度） 

所管部局・課 
２６ ２７ ２８ 

施設の有効活用、整理統合 検 討  設 定 
全部局 

（企画課） 

 指標（数値目標） 

他用途での活用や統廃合に向け検討する

ため、（仮称）公共施設再配置基本方針を

定める 

取組による年度別効果額 ― 

効果額合計 

（３年後の効果額） 
― 

 

 

 
○施設の有効活用、整理統合 『達成』             （企画課） 

《取組状況》 

 公共施設の最適な管理運営を実現するため、行政改革推進本部会議で内容の検
討を重ねる中で、長期的な視点に立って、総合的かつ計画的な公共施設等の維持、
活用等を図る「公共施設等総合管理計画」及び「公共施設最適配置に向けての基
本方針」を平成２８年度に策定した。 
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⑩  小・中学校適正配置実施計画の推進（継続） 

【取組の要旨】 

   児童生徒数が減少していくことから教育環境整備のため、市民説明を行いなが

ら中学校及び高根地区小学校の統合を進めます。 

【具体的な取組】 

取組内容（項目） 
実施予定（年度） 

所管部局・課 
２６ ２７ ２８ 

小・中学校適正配置実施計

画の推進 
設 定  実 施 

教育総務課 

 指標（数値目標） 
統合計画案を市民に説明し、統合計画を策

定する 

取組による年度別効果額 ― 

効果額合計 

（３年後の効果額） 
― 

 

 

 
○小・中学校適正配置実施計画の推進 『未達成』      （教育総務課） 

《取組状況》 

 平成２６年度は、「高根地区小学校統合計画案」及び「中学校統合計画案」に
ついて市民及び学校関係者等に対して説明会を実施するとともに、「高根地区新
しい学校づくり会議」を立ち上げ、意見集約を行った。 
 平成２７年度は、「高根地区小学校統合計画」を策定するとともに、学校との
協議を行う中で、今後の整備計画の説明、校名等検討準備打ち合わせ会を実施し
た。中学校統合については、市民及び学校関係者等へ意見聴取会を開催した。 
 平成２８年度は、高根統合小学校準備検討委員会を設立し、新しい学校名を決
定した。中学校統合計画案については、学校関係者や地域から聴取した意見を下
に、教育委員会で検討、審議した結果、計画案を進めることは難しいとする検討
結果を公表した。 
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５ 経営改革への取り組みと活力ある組織づくりの推進 

①  再任用、嘱託職員の任用方法の見直し（新規） 
【取組の要旨】 

   多様化する市民ニーズに対応する必要があることから、専門的知識や技術、資

格、経験等を要する業務については、※再任用職員や嘱託職員の任用を図ります。 

【具体的な取組】 

取組内容（項目） 
実施予定（年度） 

所管部局・課 
２６ ２７ ２８ 

再任用、嘱託職員の任用方

法見直し 
実 施   

総務課 

 指標（数値目標） 

再任用、嘱託職員の任用方法の見直しを行

い、再任用職員等を任用することで多様化

するニーズに対応する 

取組による年度別効果額 ― 

効果額合計 

（３年後の効果額） 
― 

※ 再任用職員  定年等で退職した地方公務員等の公務で培った知識・経験を、公務の場で活用していく

とともに、６０歳台前半の生活を支えるために設けられた制度。 

 

 

 
○再任用、嘱託職員の任用方法見直し 『達成』         （総務課） 

《取組状況》 

 多様化するニーズに対応できるよう、専門的知識や技術、資格、経験などを要
する業務については、北杜市職員の再任用に関する事務取扱要綱に基づき、再任
用職員を採用するとともに、嘱託職員の任用を図った。 
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②  資格取得支援制度の推進（新規） 

【取組の要旨】 

   職員の自己啓発を喚起し、職員の能力向上を図り、市政の発展に寄与すること

を目的として、職員の自発的な資格取得を奨励する制度を創設します。 

   また、制度を積極的に活用させ、市民サービスの向上に努めます。 

【具体的な取組】 

取組内容（項目） 
実施予定（年度） 

所管部局・課 
２６ ２７ ２８ 

資格取得支援制度の推進 設 定 実 施  
総務課 

 指標（数値目標） 
資格取得支援制度を創設し、制度を推進す

る 

取組による年度別効果額 ― 

効果額合計 

（３年後の効果額） 
― 

 

  

 
○資格取得支援制度の推進 『未達成』             （総務課） 

《取組状況》 

 資格のうち、防火管理者資格については、職員に周知する中で、業務に係る部
署職員の取得に際し、研修負担金等の支援を実施した。 
また、他の資格については、他市の状況を確認する中で、資格取得支援制度創

設における適用範囲の検討を行った結果、業務外における資格取得支援の適用は
困難であるため、制度創設を見送った。今後は「人財育成の充実」に集約する中
で取り組んでいく。 
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③  マイナンバー制度への取り組み（新規） 

【取組の要旨】 

   納税実績や年金など社会保障の情報を一元的に管理するマイナンバー制度に

対応できる体制づくりを構築します。 

【具体的な取組】 

取組内容（項目） 
実施予定（年度） 

所管部局・課 
２６ ２７ ２８ 

マイナンバー制度の取組 設 定  実 施 
全部局 

（総務課） 

 指標（数値目標） 
マイナンバー制度導入による行政サービ

スの向上を図る 

取組による年度別効果額 ― 

効果額合計 

（３年後の効果額） 
― 

※ マイナンバー制度    平成２８年１月から実施される国民一人ひとりに番号を割り振り、納税実績 

             や年金など社会保障の情報を一元的に管理する制度です。 

 

 

 
○マイナンバー制度の取組 『達成』              （総務課） 

《取組状況》 

 マイナンバー制度について、ワーキンググループで情報共有を行うとともに、
広報紙や市ホームページ等を活用し、市民及び職員へ制度導入の周知を図った。 
 また、特定個人情報の適正な取り扱いと運用を図ることを目的とした個人情
報、個人番号及び特定個人情報の管理に関する規定を作成した。 
 なお、平成２８年度に運用に向けたテストを実施したが、その結果を踏まえ、
情報連携における課題を把握し、本格運用に向けて着実に準備を進めていく。 
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④  人事評価制度の推進（継続） 

【取組の要旨】 

   効率的な人材活用及び組織力の向上を図る必要があることから、職員の設定目

標の達成度などの業績や能力を評価する人事評価制度を推進します。 

   併せて、管理職登用試験の導入に向け取り組みます。 

【具体的な取組】 

取組内容（項目） 
実施予定（年度） 

所管部局・課 
２６ ２７ ２８ 

人事評価制度の推進 検 討 設 定  
総務課 

 指標（数値目標） 
人事評価制度を実施し、効率的な人材活用

及び組織力の向上を図る 

管理職登用試験の導入 検 討 設 定  
総務課 

 指標（数値目標） 
管理職登用試験を導入し、効率的な人材活

用及び組織力の向上を図る 

取組による年度別効果額 ― 

効果額合計 

（３年後の効果額） 
― 

 

 

 

 

 
○人事評価制度の推進 『達成』                （総務課） 

《取組状況》 

 地方公務員法が平成２６年５月に改正され、公布日から２年以内に人事評価を
実施することとされたことから、制度導入に向けて検討を重ねるとともに、人事
評価制度導入に向けたマニュアルを作成した。 
 また、平成２７年度は試行的に、平成２８年度は本格的に人事評価制度を実施
し、主体的な職務の遂行及び高い能力を持った職員の育成を図るとともに、職員
研修を通じて評価の公正性・公平性を高めた。 
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○管理職登用試験の導入 『達成』               （総務課） 

《取組状況》 

 管理職昇任意向ヒアリングを実施する中で、対象職員に対し登用試験として個
別面談を実施し、翌年度の昇任人事に反映した。 
また、平成２７年度から人事評価を実施したことから、人事評価制度による処

遇反映との関連を踏まえた管理職員登用の検討を行った。 
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⑤  機能性、効率性を重視した組織の再編（継続） 

【取組の要旨】 

   住民ニーズへ的確に対応する必要があるため、行政組織や分掌事務の見直しを

随時行います。 

【具体的な取組】 

取組内容（項目） 
実施予定（年度） 

所管部局・課 
２６ ２７ ２８ 

組織機構の見直し 実 施   
政策秘書課 

企画課 

総務課 
 指標（数値目標） 組織機構の見直しを行う 

取組による年度別効果額 ― 

効果額合計 

（３年後の効果額） 
― 

 

 

 
○組織機構の見直し 『達成』       （政策秘書課、企画課、総務課） 

《取組状況》 

 スリムで効率的な行政運営を図るため、平成２６年度末に地域課にふるさと創
生担当、上水道課に公営企業推進担当を創設し、平成２７年度末に太陽光発電施
設設置に関する届出等の指導についての窓口を環境課からまちづくり推進課へ、
平成２８年度末に上下水道事業の地方公営企業法の適用化対応及び子育て世代
包括支援センター設置等に伴う組織再編を行った。 
 今後も、必要に応じて機能性、効率性重視の組織再編を行っていく。 
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⑥  人材育成計画の推進（継続） 

【取組の要旨】 

   複雑多様化する行政課題に的確に対応する人材を育成するため、研修体系の見

直しと職員研修の充実等を行い、職員の能力向上や意識改革の徹底などに取り組

みます。 

【具体的な取組】 

取組内容（項目） 
実施予定（年度） 

所管部局・課 
２６ ２７ ２８ 

人材育成計画の推進 実 施   
総務課 

 指標（数値目標） 
職員研修参加人数（延べ）３５０人／年 

人事交流         １０人／年 

取組による年度別効果額 ― 

効果額合計 

（３年後の効果額） 
― 

 

 

 
○人材育成計画の推進 『達成』                （総務課） 

《取組状況》 

 研修参加の選考及び周知を行うとともに、職員に対して各研修への参加を奨励
した。また、他自治体等との人事交流についても計画的に取り組み、人材育成の
推進に努めた。 
 
■職員研修参加人数、人事交流実績 
     職員研修参加人数    人事交流 
【Ｈ２６】  １，０８９人     １７人 
【Ｈ２７】 １，１０９人     １５人 
【Ｈ２８】   ８６５人     １４人 
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⑦  職員提案制度の推進（継続） 

【取組の要旨】 

   職員の意識改革や市民サービスの向上を図るため、職員が創意・工夫による提

案を積極的に行います。 

   また、採用された提案は速やかに導入し、市民サービスの向上に努めます。 

      【具体的な取組】 

取組内容（項目） 
実施予定（年度） 

所管部局・課 
２６ ２７ ２８ 

職員提案制度の推進 実 施   
総務課 

 指標（数値目標） 
職員提案を募集し、採用された提案の早期

導入に努める        ２件／年 

取組による年度別効果額 ― 

効果額合計 

（３年後の効果額） 
― 

 

 

 
○職員提案制度の推進 『達成』                （総務課） 

《取組状況》 

 職員が創意工夫による提案を積極的に行い、政策形成のプロフェッショナルと
して主体性を促進するため、毎年、職員提案制度の周知を行い、職員提案の積極
的な活用を推進してきた。 
 
■職員提案の採用実績 
【Ｈ２６】 ２件 
【Ｈ２７】 ２件 
【Ｈ２８】 ２件 
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⑧  総合支所、出張所のあり方の検討（継続） 

【取組の要旨】 

   市民サービスを保ちつつ、行政の効率化及び経費の削減を図る必要があること

から、総合支所、出張所のあり方について検討を行います。 

   【具体的な取組】 

取組内容（項目） 
実施予定（年度） 

所管部局・課 
２６ ２７ ２８ 

総合支所、出張所のあり方

の検討 
検 討   

全部局 

（企画課） 

 指標（数値目標） 総合支所、出張所のあり方を検討する 

取組による年度別効果額 ― 

効果額合計 

（３年後の効果額） 
― 

 

 

 
○総合支所、出張所のあり方の検討 『未達成』          （企画課） 

《取組状況》 

 行政の効率化及び経費削減を図るため、平成２６年度に小淵沢総合支所を生涯
学習センターこぶちさわへ移転し、施設の複合化を図った。 
 また、総合支所・出張所の状況把握に努めるとともに、公共施設等総合管理計
画において、総合支所・出張所のあり方について引き続き検討した。 
 

 

 

 


